
1

　古くから日本人の健康問題の重要なテーマであり続けて
いる「減塩」。さまざまな対策がとられているにもかかわら
ず、人々の塩分摂取量は下げ止まりしています。日本人の
減塩をさらに推し進めるには、これまでにない新たな視座
が必要とされているのかもしれません。
　そこで本ランチョンセミナーでは「塩」に関する膨大な
疫学研究の知見を社会に反映させるため、どのような施策
が考えられるのか、誰が何をすべきなのかを、お二人の先
生に語っていただきました。ポイントは、減塩を持続可能
な食環境の創生にあるようです。
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　ところが不思議なことに、胃がん死亡率が非常に

高い秋田県のすぐ隣の岩手県は胃がん死亡率が低

く、しかも食事記録から推測した食塩摂取量は、両

県で有意差がありません。よく調べてみますと、食

材ベースでは両県で差はなくても、秋田県ではたら

こなど、塩で加工された塩蔵食品の摂取量が多いこ

とがわかりました。

　そこでNa摂取量と塩蔵食品の摂取量を別々に評

価して疾患リスクとの関連をコホート研究により解

析したところ、Na摂取量は脳卒中リスクに関連が

あるものの胃がんとは関連がなく、塩蔵食品は胃が

んのリスクと関連があることがわかりました（図

２）５）。つまり、Naが体に吸収されて血液中に循

環することが高血圧と脳卒中につながる一方、高塩

分の食品が胃に入ることが胃がんリスクを高めるの

ではないかという推論が立てられました。

　なお、現在では、塩蔵食品の摂取量の多いことが

ヘリコバクター・ピロリ（H. pylori）感染率の高さと

関連があり、H. pylori に感染している場合に食塩過多

が胃がんリスクを押し上げることが明らかになって

います。

疫学研究の結果を社会に実装する

　ところで、１件の医学研究の結論はあくまで仮説

に過ぎず、公衆衛生戦略に直ちにつなげることはで

きません。多くの基礎研究や疫学研究を積み重ね、

疾患予防の提言へと橋渡しする作業が求められま

す。さらに、打ち立てたその提言の社会実装も必要

です。

　例えば減塩に関しては現在、「男性は食塩1日あ

たり7.5g未満、女性は6.5g未満」という目標が掲

げられています。この目標を達成可能な食習慣改善

や食環境整備の効果的手法を開発・検証すること

が、疫学研究の社会実装と言えます（表１）。

　一例として私たちは、東北の胃がん高リスク地域

の住民を対象に、尿Na排泄量を指標としながら個

別化した強力な食習慣への介入を行う無作為化比較

試験（RCT）を実施しました６）。その結果、介入

強化群では尿Na排泄量と血圧が有意に低下しまし

食塩と血圧、胃がんの関係

　1975年に、アマゾンの原住民の尿中ナトリウム

（Na）や血圧を調べた研究結果が報告されました1)。

なんと尿中Naは1mEq/Lにすぎずカリウム（K）の

150分の１であり、加齢に伴う血圧の上昇は観察さ

れないという内容でした。この論文を見て学生だっ

た私は食事と疾患リスクとの関連に興味をもち、大

学院時代にブラジルに行きフィールド調査を行いま

した。すると、現地の人に比べて日系人は尿中

Na/K比と高血圧の有病率が高いことがわかり

２）、その背景として日系人は日系人同士で固まっ

て生活し、食生活も日本本土のそれに近いものであ

るためと考えられました。

　その後、国立がんセンター（現・国立がん研究セ

た。ただし、そこで行った介入を日本人全員に対し

て行うことは現実的でないことも否めません。

　そこで、例えば食品の栄養成分表示をもっと目立

つようにする、「減塩食」というネーミングで販売

されているものをデフォルトとする、減塩食の減税

または減塩食でないものへの課税、さらには法規制

といったことも視野に入れて、社会へ働きかけてい

く必要があるかもしれません。また、中国ではある

地域で流通している食塩のナトリウムの25％をカリ

ウムに置き換えるというRCTが行われ、脳卒中、心

血管死、全死亡が有意に減って高カリウム血症の有

病率は変化がなかったという結果が報告されていま

す７）。こういったアウトカム改善に直結する取り

組みも検討に値するでしょう。

　減塩は、現在も日本人の健康にとって食事関連の

最重要課題です。減塩の推進のため、健康的な食環

境を社会全体で整備することが今、求められている

のだと思います。
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ンター）に入職し、胃がんの疫学調査（断面調査）

を行ったところ、尿中Na排泄量と胃がんによる死

亡率がきれいに相関することがわかりました（図

１）３,４）。つまり、食塩は高血圧や脳卒中のリスク

であるだけでなく、どうやら胃がんのリスクにも関

係していそうだということが示されたわけです。
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世界の疾病負荷と日本の減塩対策

　最初に私が科学評議会議員として参画している世

界の疾病負荷研究（Global Burden of Disease；

GBD）のデータを紹介いたします。GBDは既に30年

ほどの歴史があり、よく知られているところでは、国

ごとの障害調整生存年（DALYs）のランキングを

『The Lancet』に随時発表し、世界の健康課題解決の

ためのデータを提供しています。

　DALYsの2019年のデータを見ると、全世界では

新生児障害が最も大きな健康損失の原因となってい

ることがわかります（図１）１）。より詳しくは、

早産による合併症や低出生体重など、主として母体

の低栄養が関与した病態が世界のDALYsの第1位と

いうことです。また、２位と３位は循環器系の疾患

であり、８位の糖尿病とともに、食と栄養の関連す

る疾患が、世界の人々の健康にダメージを及ぼして

いる実態が見てとれます。また日本では加齢に伴い

増加する疾患とともに、食と栄養の関連する疾患の

多さが目立ちます。

　次に、DALYsのリスク因子に着目すると、世界

的には低栄養が1位で５位に不健康な食事が入り、

日本では１位はタバコですが不健康な食事が３位に

ランク入りしています（図２）１）。「低栄養」の

内容を細かく見ると、低出生体重や早産、ビタミン

A欠乏症など９の因子が含まれ、「不健康な食事」

には15ほどの因子が含まれているのですが、それら

の中で日本ではやはり、高食塩が一番の課題として

掲げられています。

うま味を活用した減塩のインパクト

　このような高食塩への対策の一つの可能性とし

て、少し前に発表した研究結果をここで紹介しま

す2-4）。その研究では、社会に流通している食塩の「塩

味」を、おいしさを損なわない程度に「うま味」に置き

換えた場合、人々のナトリウム摂取量を日本では最

大で20％以上抑制できる可能性があると推計され、

英国や米国もほぼ同様だろうと推計されました。す

べて論文化しているので、ご興味のある方はご覧く

ださい。

世界栄養報告に見る、食と栄養の課題
 

　さて、次に世界栄養報告（Global  Nutr i t ion 

Report；GNR）の話をいたします。GNRのメンバー

として私が参画後の2021年に、2025年までに解決

すべき世界の栄養に関する課題の進捗状況を評価し

た報告書を公表しています。

　結果は、母子栄養関連の６件の目標は母乳育児を

除く５件は達成困難、食と非感染性疾患（NCDs）関

連の７件の目標はすべて達成困難であり、とくに高

食塩と肥満に関しては、加盟している194カ国の中

でポジティブな結果が1カ国もないというものでし

た（図３）５）。

　先ほどのGBDも同じですが、GNRの主要な役割

は、政策関係者の意思決定に対してデータを提供

しサポートするということにあり、それが課題解

決のコンパスになり、ロードマップになると考え

ています。その一環として我々は21年の報告書の

中で、いくつか重要な行動指針を打ち出しました

（図４）５）。

　また2021年開催の東京栄養サミットでは、84カ

国、198の関係団体から433のコミットメントと合計

897件の目標が提出されました。これは過去2回行わ

れた栄養サミットの合計の倍以上の数です。我々は、

それらの進捗状況をモニタリングし改善するという

PDCAサイクルを回転させるためのトラッカー

「Nutrition Accountability Framework Commit- 

ment Tracker」というプラットフォームを公開して

います６）。

　GBDやGNRはどちらも世界の栄養危機を解決す

るための重要なインパクト指標だと考えています。

COVID-19パンデミックや戦争などの不確定要素の

多い中で、それらのデータが世界のステークホル

ダーに効果的に活用され、食環境の確立につながる

ことを我々は期待しています。
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世界の疾病負荷と日本の減塩対策

　最初に私が科学評議会議員として参画している世

界の疾病負荷研究（Global Burden of Disease；

GBD）のデータを紹介いたします。GBDは既に30年

ほどの歴史があり、よく知られているところでは、国

ごとの障害調整生存年（DALYs）のランキングを

『The Lancet』に随時発表し、世界の健康課題解決の

ためのデータを提供しています。

　DALYsの2019年のデータを見ると、全世界では

新生児障害が最も大きな健康損失の原因となってい

ることがわかります（図１）１）。より詳しくは、

早産による合併症や低出生体重など、主として母体

の低栄養が関与した病態が世界のDALYsの第1位と

いうことです。また、２位と３位は循環器系の疾患

であり、８位の糖尿病とともに、食と栄養の関連す

る疾患が、世界の人々の健康にダメージを及ぼして

いる実態が見てとれます。また日本では加齢に伴い

増加する疾患とともに、食と栄養の関連する疾患の

多さが目立ちます。

　次に、DALYsのリスク因子に着目すると、世界

的には低栄養が1位で５位に不健康な食事が入り、

日本では１位はタバコですが不健康な食事が３位に

ランク入りしています（図２）１）。「低栄養」の

内容を細かく見ると、低出生体重や早産、ビタミン

A欠乏症など９の因子が含まれ、「不健康な食事」

には15ほどの因子が含まれているのですが、それら

の中で日本ではやはり、高食塩が一番の課題として

掲げられています。

うま味を活用した減塩のインパクト
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す2-4）。その研究では、社会に流通している食塩の「塩

味」を、おいしさを損なわない程度に「うま味」に置き

換えた場合、人々のナトリウム摂取量を日本では最

大で20％以上抑制できる可能性があると推計され、

英国や米国もほぼ同様だろうと推計されました。す

べて論文化しているので、ご興味のある方はご覧く

ださい。
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